
募集要項 1 

 

令和８年度 公益財団法人 日本教育公務員弘済会 

北海道支部 大学給付奨学生（予約型） 募集要項 

大学給付奨学生（予約型）は、公益財団法人日本教育公務員弘済会（以下「当会とい

う。」）が青少年の健全な育成に資するため、有為の大学生に対して奨学金の給付を行う

事業です。令和７年度は、下記要項のとおり実施します。 

 

１. 主催  公益財団法人 日本教育公務員弘済会北海道支部 

２．給付要件 

(1) 奨学金給付の趣旨 

修学意欲がありながら学資金の支払いが特に困難と認められる者に対して、返還義務

のない奨学金を給付し、大学への進学及び修学の継続を支援します。 

(2) 本事業が求める学生像 

将来社会の発展に貢献したいという高い志のもと、自らの夢や目標を明確にもち、そ

の実現に向け学び続ける人 

(3) 応募（推薦）資格要件 

奨学金を給付する募集対象者は、次の全ての要件を満たす者とします。 

① （都道府県名）内の高等学校等の最終学年又は高等専門学校第３学年に在学し、

全国の国公私立大学（通信教育の学部・課程、短期大学、大学校は対象外）に進学

を目指す生徒とします。 

 高等学校等は、高等学校全日制課程・同定時制課程・同通信制課程、中等教育学

校の後期課程、特別支援学校の高等部（高等特別支援学校を含む）、専修学校の高

等課程及び当会が特に認める学校とします。なお、広域通信制高等学校は募集対象

外とします。 

②  家庭の事情により学費支弁困難（同一生計の合計所得金額 400 万円未満）と認

められ、かつ修学意欲に富み、かつ学業を継続できると在学する高等学校等の校

長の推薦を受けた生徒（※1校 1名まで）とします。 

    ※ 推薦人数は、全日制・定時制等の複数課程や本校・分校等の複数校地などを含

めて学校全体で 1名までとします。 

③  在学期間における全体の学習成績の状況（評定平均値）が 4.0 以上の生徒、又

は特別支援学校高等部にあっては校長が同程度の学力があると認める生徒としま

す。 

３．募集人数 ７名 

４．給付金額 奨学生一人に対し月額３万円を給付します。 

５．給付期間 在学する大学の正規の最短修業期間とし、上限を４年間とします。 



募集要項 2 

 

（４年制、６年制を問わず、入学１年目から４年目までを上限） 

６．交付時期 奨学金は、入学後の５月・７月・１０月・１月に３か月分ずつ奨学生名義の

口座に振込みます。（５月は４月～６月分を振込む） 

７．募集期間 

令和７年５月７日（水）～令和７年６月 17日（火）（締切厳守、必着） 

８．スケジュール 

  令和７年７月上旬 第一次選考（書類選考）を行います。 

  令和７年７月中旬 第一次選考結果を支部長から在籍する校長に通知します。 

  令和７年８月下旬 二次選考（Web面接）を行います。 

令和７年９月下旬 選考結果を支部長から在籍する校長に通知し、高等学校等にて校長

から生徒本人に「採用内定通知書」を手交します。 

  令和８年５月初旬 大学の「在学証明書」により在学確認後、「採用決定通知書」を送

付し送金を開始します（「在学証明書」が期日までに提出されない場

合は、辞退されたものと見なします）。 

９．提出書類   

(1) 応募時 

① 大学給付奨学生（予約型）申請書  

② 申請者情報及び身元保証人確認書 

③ 個人情報の取扱いに関する同意書 

④ 就学者を除く世帯全員の所得証明書（直近年度のもの・コピーでも可） 

*所得の無い方も証明書が必要です。 

⑤大学給付奨学生（予約型）推薦書  

⑥ 成績証明書（高等学校等の直近までの成績） 

なお、直近までの成績証明書とは、高等学校等第２学年までの成績とします。 

(2) 採用内定後 

（ア）大学合格・進学決定後 

① 大学入学予定届（合格後速やかに） 

（イ）大学入学後 

① 進学した大学の在学証明書 

② 「大学給付奨学生」誓約書 

③ 大学給付奨学生金融機関口座振込依頼書  

 (3) 在学期間中 

① 進捗状況報告書（学年毎） 

② 在学証明書（学年毎） 

③ 異動報告書（異動時） 

④ 成果報告書（給付終了時） 



募集要項 3 

 

※ (1)～(3)の提出書類は返却いたしません。 

〈個人情報の取扱いについて〉 

・申請書等に記入された個人情報は、選考及び選考結果の通知のために使用します。 

10．書類提出先  

〒060-0061 札幌市中央区南１条西８丁目１－１ クリスタルタワー12階 

公益財団法人 日本教育公務員弘済会北海道支部 

ＴＥＬ 011-241-9453 

11．選考の基準及び選考の手順 

(1) 選考の基準 

① 給付の必要性 1 在学校長の推薦書等に奨学生にふさわしい人物であると評価され

ていること 

② 給付の必要性 2 家庭の事情により学費支弁困難と認められること 

③ 奨学生候補者の修学意欲 向上心に富み、かつ修学意欲が感じられること 

(2) 選考の手順 

＜第一次選考＞ 支部選考委員会による書類選考 

① 申請書等による資格要件の確認 

② 学費支弁の困難度の確認 

③ 成績の確認 

④ 修学意欲の確認 

①～④の総合判定により募集人数に若干名を加えた人数を第二次選考対象者とし

て選考します。 

＜第二次選考＞ 第二次選考対象者を対象に、支部教育振興事業選考委員会による面

接選考（Web面接） 

① 本人及び申請書記載事項の確認 

② 修学意欲の確認 

①～②により採用内定候補者（次点候補者含む）として選考し、本部に支部長名で

推薦します。 

12．選考結果の通知 

支部長の推薦を受け理事長が採用内定者（次点候補者含む）を決定します。 

選考結果について、採用内定者には支部長から校長に通知するとともに、高等学校等に

おいて校長から生徒本人に「採用内定通知書」を手交します。なお、次点候補者には「次

点候補者通知書」を、不採用者には「選考結果通知書」を校長から手交します。 

次点候補者が不採用の場合には、校長にその旨通知するとともに申請者本人に「大学給

付奨学生の選考結果（最終）について（お知らせ）」をもって通知します。 

13. 取下届と辞退届 

選考結果の通知より前に申請を取下げする場合には、校長が本人からの「取下届」に学



募集要項 4 

 

校からの「取下届提出について」を添えて速やかに支部に提出します。 

採用内定者が内定を辞退する場合（大学に入学しない場合を含む）には、校長が本人か

らの「辞退届」に学校からの「辞退届提出について」を添えて速やかに（遅くとも 3月末

までに）支部に提出します。 

「辞退届」の提出を受けて支部は次点候補者に連絡し、奨学金の給付を受けるかどうか

及び大学への入学の有無を確認します。次点候補者が給付奨学金を受ける場合には、校長

にその旨通知するとともに申請者本人に「採用内定通知書」をもって通知します。 

14．奨学生の採用決定 

  理事長は採用内定者から提出された書類を確認し、採用を決定します。 

その結果については、支部長を通じて校長にその旨通知するとともに、本人に「採用決

定通知書」をもって通知します。 

15．奨学生の採用決定後の義務 

① 奨学生は、毎年度 4 月 20 日までに「在学証明書」・「進捗状況報告書」を支部長に

提出します。 

② 奨学生は、４年間の給付が終了する年度末までに「成果報告書」を支部長に提出し

ます。 

③ 奨学生又は身元保証人は、以下の場合に「異動報告書」を支部長に提出します。 

ア 奨学生が休学、復学、転学、留年、留学又は退学したとき 

イ 奨学生が停学、その他の処分を受けたとき 

ウ 奨学生が死亡したとき 

エ 奨学生が住所、電話番号、名前を変更したとき 

④ 奨学生は、当会本部が実施するセミナー等に参加します（オンライン開催の場合も

あります）。 

16．奨学金の返還と廃止 

奨学生が次の事項のいずれかに該当したときは、既に給付した奨学金の全部又は一部

を返還させることができることとし、以後の給付を廃止します。 

① 奨学金を給付目的以外に使用したとき 

② 偽りの申請その他不正な手段によって給付を受けたことが判明したとき 

③ 休学、転学又は留年の理由が適切ではないと判断されたとき 

④ 在学する大学で処分を受け、学籍を失ったとき 

⑤ その他奨学生として適切ではないと判断されたとき 

17. 奨学金の併用 

  当会の貸与奨学金及び他の企業・団体等の奨学金との併用も可とします。 

18．その他 

  採用・不採用の理由等については一切回答しません。 

  



 
 

 

 

                               

 

 

 

 

 

 

大学給付奨学生（予約型）の手引き 

（申請者及び高等学校等用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人 日本教育公務員弘済会北海道支部 

 

 

 

令和６年１２月版 

 

 

 



手引 1 

目次 

  

１ 大学給付奨学生(予約型)について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

 

２ 募集及び申請手続き等 

2-1 募集期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

2-2 募集対象 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

2-3 給付金額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

2-4 給付期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

2-5 申請手続 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

2-6 選考及び選考結果の通知 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 

2-7 取下届と辞退届 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 

2-8 大学合格・進学決定後の提出書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 

 

３ 大学入学後  

3-1 大学入学後（遅くとも 4月 20日まで）の提出書類 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

3-2 採用決定と決定番号の通知 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

3-3 奨学金の送金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

3-4 給付額通知書の送付 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 

3-5 奨学生の採用決定後の義務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 

3-6 大学在学期間中の提出書類 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 

3-7 奨学金給付の停止と再開（又は廃止）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

3-8 奨学金の返還と廃止 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

3-9 成果報告書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

 

 

 

 

 

 

 

 



手引 2 

１ 大学給付奨学生(予約型)について 

大学給付奨学生（予約型）は、公益財団法人日本教育公務員弘済会（以下「当会」という）が青少年の健全

な育成に資するため、有為の大学生に対して奨学金の給付を行う事業です。 

 

＜応募から給付開始まで＞ 

 

申請者は、在籍する高等学校等の校長の 

推薦を受けて、高等学校等が北海道支部 

に申請 

 

第一次選考 

支部教育振興事業選考委員会による書類選考 

            

第二次選考 

支部教育振興事業選考委員会による 

面接（Web）選考 

            

採用内定 

高等学校等にて採用内定通知書を手交 

 

必要書類の提出 

大学入学後、4月 20日までに在学証明書、

「大学給付奨学生」誓約書、金融機関口

座振込依頼書（、住所変更等場合により異

動報告書）を支部長に提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

在学確認後、採用決定通知書を送付 

 

 

奨学金給付 

入学後の 5、7、10、1月に 3か月分ずつ 

金融機関口座振込依頼書に記載された 

口座へ送金  

 

＜入学２年目から 4年目まで＞ 

 

            

必要書類の提出 

入学 2年目～4年目の毎年度 4月 20日まで 

在学証明書、進捗状況報告書を支部長経由で 

理事長に提出 

  

  

成果報告書の提出 

４年目の年度末までに成果報告書を 

支部長経由で理事長に提出 

 

＜入学１年目から 4年目まで＞ 

大学在学期間中の異動 

必要に応じて異動報告書を支部長経由で 

理事長に提出 

応募 

採用決定 
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２ 募集及び申請手続き等 

２-１ 募集期間 

募集期間は大学給付奨学生（予約型）募集要項 7.募集期間に記載のとおり（締切厳守、必着）とします。 

 

２-２ 募集対象 

募集対象は、2-5（１）奨学生の応募資格要件を全て満たす者とし、北海道支部において広く募集を行いま

す。 

 

２-３ 給付金額 

奨学生一人に対し月額 3万円を給付します。 

 

２-４ 給付期間 

在学する大学の正規の最短修業期間とし、上限を４年間とします。 

 

２-５ 申請手続 

（1） 奨学生の応募資格要件 

奨学金を給付する募集対象者は、次の全ての要件を満たす者とします。 

① 北海道内の高等学校等の最終学年又は高等専門学校第３学年に在学し、全国の国公私立大学

（通信教育の学部・課程、短期大学、大学校は対象外）に進学を目指す生徒とします。高等学校等

は、高等学校全日制課程・同定時制課程・同通信制課程、中等教育学校の後期課程、特別支援学

校の高等部（高等特別支援学校を含む）、専修学校の高等課程及び当会が特に認める学校としま

す。なお、広域通信制高等学校は募集対象外とします。 

② 家庭の事情により学費支弁困難（同一生計の合計所得金額 400 万円未満）と認められ、かつ修学

意欲に富み、かつ学業を継続できると在学する高等学校等の校長の推薦を受けた生徒（※1校 1名

まで）とします。 

※ 推薦人数は、全日制・定時制等の複数課程や本校・分校等の複数校地などを含めて学校全体

で 1名までとします。 
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③ 高等学校等における第２学年までの学習成績の状況（評定平均値）が 4.0 以上の生徒、又は特別

支援学校高等部にあっては校長が同程度の学力があると認める生徒とします。 

 

（2） 申請先 

申請者は在籍する高等学校等の校長を経由して北海道支部に申請します。 

 

（3） 応募時の提出書類 

      申請者が作成及び入手する書類 

①  大学給付奨学生（予約型）申請書等送付状（申請者用） 

②  大学給付奨学生（予約型）申請書（大給奨学様式１） 

③  申請者情報及び身元保証人確認書(大給奨学様式２) 

④  個人情報の取扱いに関する同意書(大給奨学様式３) 

⑤  就学者を除く世帯全員の所得証明書（直近年度のもの・コピーでも可） 

※ 世帯とは、住居及び生計を共にする者の集まりをいう。ここでいう生計とは、日常生活を営むため

の収支をいう（厚生労働省の所得再分配調査 HP より）。なお、当会では単身赴任者も世帯に含め

て取扱いします。 

※ 就学者を除き所得が無い方についても所得証明書の提出が必要です。 

 

高等学校等が作成する書類 

⑥  大学給付奨学生（予約型）申請書等送付状（高等学校等用） 

⑦  大学給付奨学生（予約型）推薦書(大給奨学様式４) 

⑧  成績証明書（高等学校等の第 2学年までの成績、出席日数の記載は不要） 

※ 提出書類の北海道支部への提出期限は令和７年 5月７日（水）～令和７年６月 17日（火）（締切

厳守、必着）とします。 

※ 提出書類は返却いたしません。 

〈個人情報の取り扱いについて〉 

※ 申請書等に記入された個人情報は、選考及び選考結果の通知のために使用します。 また、奨

学生として採用決定された方の個人情報については、上記に加え奨学生名簿の作成や当会本

部が実施するセミナー等のために使用します。 
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【注意事項】 

① 大学給付奨学生（予約型）申請書(大給奨学様式１)は申請者本人による自署とします。（捨印欄に

押印します） 

② 大学給付奨学生（予約型）申請書(大給奨学様式１)の就学者を除く家族（父母・祖父母等）記載欄

は４名分しかないため、働いている家族が 5人以上いる場合には、年齢の高い順に 4名までの記入

とします。 

③ 大学給付奨学生（予約型）申請書(大給奨学様式１)に記載する所得等は、本人・兄弟姉妹（就学者

に限る）のアルバイト所得は含めません。 

④ 老齢年金は年金等雑所得に記入します。(大給奨学様式１-2) 

⑤ 不動産所得・利子所得・配当所得については事業所得等の金額に記入します。 

⑥ 養育費は所得に含めません。 

⑦ 申請者情報及び身元保証人確認書(大給奨学様式 2)は申請者本人及び身元保証人による自署と

します。なお、身元保証人は原則として父母もしくは兄姉・祖父母としてください。支部に提出された

時点で、申請者本人及び身元保証人の筆跡が明らかに同一の場合は書き直しをお願いします。 

⑧ 当会（貸与型）、日本学生支援機構（JASSO）、自治体、公共的団体等からの奨学金（給付型・貸与

型）、及び入学した大学の奨学金との併用は可能です。また、他の企業・団体等の奨学金との併用

も可とします。 

（4） 申請書類の受付 

申請者が在籍する高等学校等の校長から提出された申請書類は、北海道支部で受け付けます。 

２－６ 選考及び選考結果の通知 

（1） 選考基準 

支部教育振興事業選考委員会における選考は、以下の選考基準等に基づき行われます。 

 ＜応募（推薦）資格要件＞ 

2-5（１）全ての要件を満たす者 

 ＜選考基準＞ 

選考の

基準 
① 給付の必要性 1 

在学校長の推薦書等に奨学生にふさわ

しい人物であると評価されていること 

② 給付の必要性 2 
家庭の事情により学費支弁困難と認め

られること 

③ 奨学生候補者の修学意欲 
向上心に富み、かつ修学意欲が感じら

れること 
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(2)  選考の手順 

●第一次選考（支部教育振興事業選考委員会による書類選考） 

① 申請書等による資格要件の確認 

② 学費支弁の困難度の確認 

③ 成績の確認（成績証明書による） 

④ 修学意欲の確認（申請書・推薦書による） 

①～④の総合判定により募集人数に若干名を加えた人数を第二次選考対象者として選考しま

す。対象者には支部長から校長に「第一次選考結果のお知らせ・通過」（大給奨学様式 7）で

通知するとともに、高等学校等において校長から本人に「第一次選考結果通知書・通過」（大

給奨学様式 8）を手交します。 

不採用者には、支部長から校長に「第一次選考結果のお知らせ・不採用」（大給奨学様式 9）

で通知するとともに、高等学校等において校長から本人に「第一次選考結果通知書・不採用」

（大給奨学様式 10）を手交します。 

 

●第二次選考（第二次選考対象者を対象に、支部教育振興事業選考委員会による面接（Web）選考 

① 本人及び申請書記載事項の確認 

② 修学意欲の確認 

①～②により採用内定候補者（次点の候補者含む）として選考し、本部に支部長名で推薦し 

ます。 

  

（3） 選考結果の通知 

支部長の推薦を受け理事長が採用内定者（・次点候補者含む）を決定します。 

選考結果について、採用内定者には、支部長から校長に「採用内定のお知らせ」(大給奨学様式 11)

で通知するとともに、高等学校等において校長から生徒本人に「採用内定通知書」(大給奨学様式 12)

を手交します。 

次点候補者には、支部長から校長に「次点候補者のお知らせ」(大給奨学様式 13) で通知するととも

に、高等学校等において校長から生徒本人に「次点候補者通知書」(大給奨学様式 14)を手交します。 

不採用者には、支部長から校長に「第二次選考結果のお知らせ」(大給奨学様式 17) で通知するとと

もに、高等学校等において校長から生徒本人に「第二次選考結果通知書」(大給奨学様式 18)を手交し

ます。 

次点候補者が不採用の場合（全ての採用内定者が給付奨学金を受けることとなった場合）には、校

長に「次点候補者不採用のお知らせ」(大給奨学様式19)で通知するとともに、申請者本人に「次点候補

者不採用通知書」(大給奨学様式 20)をもって通知します。 
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２－７ 取下届と辞退届 

選考結果の通知より前に申請を取下げする場合には、校長が本人からの「取下届」(大給奨学様式6)

に学校からの「取下届提出について」(大給奨学様式 5)を添えて速やかに支部に提出します。 

採用内定者が内定を辞退する場合（大学に入学しない場合を含む）には、校長が本人からの「辞退

届」(大給奨学様式 16)に学校からの「辞退届提出について」(大給奨学様式 15)を添えて速やかに（遅く

とも 3月末までに）北海道支部に提出します。 

「辞退届」の提出を受けて北海道支部は次点候補者に連絡し、奨学金の給付を受けるかどうか及び

大学への入学の有無を確認します。次点候補者が給付奨学金を受ける場合には、校長に「採用内定

のお知らせ」(大給奨学様式 11)で通知するとともに申請者本人に「採用内定通知書」(大給奨学様式

12)をもって通知します。 

※ 当様式は、日教弘ＨＰ https://www.nikkyoko.or.jp の「申請書・その他ダウンロード」ページか

らダウンロードできます。 

 

２-８ 大学合格・進学決定後の提出書類 

採用内定者は進学する大学が決定した場合、速やかに「大学入学予定届」（大給奨学様式 33)を北

海道支部に提出します。 

※ 当様式は、日教弘ＨＰ https://www.nikkyoko.or.jp の「申請書・その他ダウンロード」ページか

らダウンロードできます。 

 

https://www.nikkyoko.or.jp/
https://www.nikkyoko.or.jp/
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３ 大学入学後 

３－１ 大学入学後（遅くとも 4 月 20 日まで）の提出書類 

① 進学した大学の在学証明書 

② 「大学給付奨学生」誓約書(大給奨学様式２３) …手書きで記入します 

③ 大学給付奨学生金融機関口座振込依頼書(大給奨学様式２４) 

④ 異動報告書（大給奨学様式２５)…申請時の自宅住所等から下宿先等へ引越しした場合等 

（この時点では決定番号は通知していないため、異動報告書の決定番号欄は空欄で提出します） 

※ 当様式は、日教弘ＨＰ https://www.nikkyoko.or.jp の「申請書・その他ダウンロード」ペ

ージからダウンロードできます。 

※ 大学入学後速やかに提出してください。北海道支部への提出期限は遅くとも 4月 20日（締切厳

守、必着）とします。 

※ 在学証明書が期日までに提出されない場合は、辞退されたものと見なします。その場合、元々

の採用内定者には北海道支部から不採用の通知を送付します。 

※ 応募・内定時点での志望大学・学部と、実際に受験・入学する大学・学部が異なっていても構い

ません。 

※ 奨学金の振込先は、申請者名義の金融機関口座とします（例えば、ゆうちょ銀行口座で振込を

受ける場合には、他の金融機関から振込可能な口座である店名（漢数字３桁、例：八四八支店）

と口座番号（７桁）が必要です。その場合、ゆうちょ銀行ホームページで記号番号から振込用の

店名・預金種別・口座番号を調べて記入します）。 

※ 身元保証人の金融機関口座に振込むことはできません。 

 

３－２ 採用決定と決定番号の通知 

理事長は採用内定者から提出された書類を確認し、採用を決定します。 

その結果については支部長を通じて、校長に「採用決定のお知らせ」(大給奨学様式 2１)で通知するととも

に、申請者本人に「採用決定通知書」(大給奨学様式 22)をもって決定番号と共に通知します。 

 

３－３ 奨学金の送金 

奨学金の送金は、奨学生が入学後 3か月分ずつ本部から申請書記載の口座へ直接送金します。 

給付月 振込日 給付月 振込日 

５月（4、5、6月分） 5月 10日 １0月（10、11、12月分） 10月 10日 

７月（7、8、9月分） 7月 10日 １月（1、2、3月分） 1月 10日 

※ 毎年度 5月は 4月～6月分を給付 

※ 振込日が土日祝日又は金融機関の休業日のときは前営業日となります。 

https://www.nikkyoko.or.jp/
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３－４ 給付額通知書の送付 

毎年 5月に、該当する年度の「給付額通知書」(大給奨学様式 26)が本部から奨学生に送付されます。 

 

３－５ 奨学生の採用決定後の義務 

①  奨学生は、毎年度 4 月 20 日までに「在学証明書」・「進捗状況報告書」(大給奨学様式 27)を支部

長経由で理事長に提出します（北海道支部への提出期限は毎年度 4月 20日まで）。期日までに書

類の提出が無い場合、北海道支部担当者から督促の電話連絡等を行います。それでも連絡がつか

ない場合、連絡がついて書類の提出があるまで、奨学金の停止処理を行います。 

②  奨学生は、４年間の給付が終了する年度末までに「成果報告書」(大給奨学様式 28)を支部長経由

で理事長に提出します。 

③  奨学生又は身元保証人は、以下の場合に「異動報告書」(大給奨学様式 25)を支部長経由で理事

長に届出します。 

ア 奨学生が休学、復学、転学、留年、留学又は退学したとき 

イ 奨学生が停学、その他の処分を受けたとき 

ウ 奨学生が死亡したとき 

エ 奨学生が住所、電話番号、名前を変更したとき 

④  奨学生は、当会本部が実施するセミナー等に参加します（オンライン開催の場合もあります）。 

但し、不参加による給付への影響はありません。 

 

３－６ 大学在学期間中の提出書類 

① 在学証明書（１年目から４年目までの毎年度 4月 20日まで） 

② 進捗状況報告書（２年目から４年目までの毎年度 4月 20日まで）(大給奨学様式２７) ※ 

③ 異動報告書（異動時）(大給奨学様式２５) ※ 

④ 成果報告書（給付終了時）(大給奨学様式２８) ※ 

※ 当様式は、日教弘ＨＰ https://www.nikkyoko.or.jp の「申請書・その他ダウンロード」ページ

からダウンロードできます。 

 

https://www.nikkyoko.or.jp/
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３－７ 奨学金給付の停止と再開（又は廃止） 

（１） 休学・転学・留年・停学等に該当した場合 

当該年度該当月から給付を停止します。「異動報告書」（大給奨学様式 25）とその事実を証明する書

類の提出が必要です。なお、適切な理由がある場合には休学・転学・留年の期間も給付を認めます（修

学のための奨学金給付を原則に置きます）。 

（２） 復学した場合 

「異動報告書」（大給奨学様式 25）とその事実を証明する書類の提出により、給付を再開します。 

（３） 留学した場合 

「異動報告書」（大給奨学様式 25）とその事実を証明する書類の提出により、給付を継続します。（修

学のための奨学金給付を原則に置きます）。 

（４） 退学等の場合 

当該年度該当月から給付を廃止します。「異動報告書」（大給奨学様式 25）とその事実を証明する書

類の提出が必要です。状況によっては身元保証人に対して返還を求めることがあります。 

（５） 奨学生が死亡した場合 

当該年度該当月から給付を廃止します。身元保証人は「異動報告書」（大給奨学様式 25）とその事

実を証明する書類を提出します。状況によっては身元保証人に対して返還を求めることがあります。 

 

３－８ 奨学金の返還と廃止 

奨学生が次の事項のいずれかに該当したときは、既に給付した奨学金の全部又は一部を返還させ

ることができることとし、以後の給付を廃止します。 

① 奨学金を給付目的以外に使用したとき 

② 偽りの申請その他不正な手段によって給付を受けたことが判明したとき 

③ 休学、転学又は留年の理由が適切ではないと判断されたとき 

④ 在学する大学で処分を受け、学籍を失ったとき 

⑤ その他奨学生として適切ではないと判断されたとき 

 

３－９ 成果報告書 

（１） 報告内容 

  成果報告書(大給奨学様式 28)により学習成果報告及び今後の進路について報告します。 

※ 当様式は、日教弘ＨＰ https://www.nikkyoko.or.jp の「申請書・その他ダウンロード」ページか

らダウンロードできます。 

（２） 提出時期 

  ４年間の給付が終了する年度末までに支部に提出します。 

提出が無い場合には、北海道支部担当者から督促の連絡（電話又はメール）を行います。 

https://www.nikkyoko.or.jp/


No. ジャンル Q（質問） A（回答）

1 募集 募集はいつから始まりますか。

募集期間は4月1日～9月30日の期間内で、当会各支部が設定していま
す。
詳細な募集時期については、当会各都道府県支部までお問い合わせく
ださい。

2 応募
応募資格①に記載の当会が特に認める学校
とは、例えばどんな学校ですか。

現状では具体的に想定しておりませんが、今後の可能性を考慮して文言
に記載しています。

3 応募 外国人の生徒は応募できますか。

日本国内の高等学校等の生徒であり、身元保証人が日本国内在住で日
本国内の自治体が発行する所得証明書を提出できるのであれば、応募は
可能です。
海外の所得証明書しか提出できないのであれば、応募時の提出書類の要
件を満たさないため、現行の貸与奨学金と同様に応募はできません。

4 応募 どこに応募するのですか。
申請者は在籍する高等学校等の校長を経由して「在籍する高等学校等が
所在する都道府県支部」に申請します。

5 応募 親が代理で応募できますか。
代理での応募はできません。
奨学金は必ず申請書等を生徒本人が書いて応募してください。

6 応募 大学の在学生は応募できますか。
対象は大学進学を目指す高校生等を応募対象としているため、既に大学
に在学している者の応募はできません。

7 応募
医・歯・薬・獣医など、6年制の学部・学科を
志望していますが応募できますか。 応募は可能ですが、奨学金の給付期間は上限4年間となります。

8 応募
短期大学へ進学予定ですが、応募できます
か。

短大進学予定者は応募できません。

9 応募
通信教育の学部・課程の大学、大学校、短
期大学は対象になりますか。

通信教育の学部・課程の大学、大学校、短期大学は対象になりません。

10 応募 年収による応募制限はありますか。
年収については、同一生計の合計所得金額400万円未満であれば応募
可能です。

11 応募
応募資格による同一生計の合計所得金額
400万円未満について詳しく知りたいのです
が。

例えば、同一世帯で働いている人が一人いて会社員の場合、所得証明書
の給与所得の金額が400万円未満であれば応募できます。
同じく働いている人が二人いて、一人が会社員もう一人が自営で農業をし
ているケースでは、会社員の給与所得と農業の事業所得を合算した合計
所得で判断します。
上記ケースで会社員の給与所得280万円、農業所得100万円ならば、280
万円+100万円＝380万円＜400万円となり応募が可能です。

12 給付内容 毎月の給付金額はいくらですか。 奨学生一人に対し月額3万円を給付します。

13 給付内容 給付期間は何年ですか。 在学する大学の正規の最短修業期間とし、上限を４年間とします。

14 提出書類 応募書類の提出先はどこですか。
申請者の応募書類は全て在籍する高等学校等を経由して、校長から当会
の各都道府県支部へご提出ください。

15 提出書類 成績証明書はいつまでのものですか。 高等学校等の直近まで（支部が指定）の成績が記載されているものです。

16 提出書類
所得証明書はどの期間の誰のものを出しま
すか。

就学者を除く世帯全員の所得証明書（市区町村発行の直近年度のもの・
コピーでも可）を提出してください。
本人・兄弟姉妹の就学者のアルバイト所得等は記入不要なので、提出は
不要です。

17 提出書類
奨学金の振込先となる金融機関の指定はあ
りますか。

金融機関の指定はありません。ただし、申請者名義の口座である必要があ
ります。

18 提出書類
奨学金の振込先は親や身元保証人の口座
でも可能ですか。

親や身元保証人の口座への振込はできません。奨学金の振込先は申請
者名義の口座になります。

19 選考 面接はありますか。
第一次選考を通過した申請者に対して、第二次選考で面接を行います。
支部選考委員会による面接です（オンラインで行うこともあります）。

20 結果の通知
採用内定までの仕組やその通知について知
りたいのですが。

第一次選考と第二次選考を実施し、採用内定者及び次点候補者を選考
します。各都道府県支部の支部長の推薦を受け理事長が採用内定者（次
点候補者も含む）を決定します。第一次選考後及び第二次選考後、それ
ぞれ選考結果を校長及び申請者に文書で通知します。

21 結果の通知
大学合格後（速やかに）に提出する必要のあ
る書類はありますか。

採用内定者が大学に合格した場合、当会が給付予定者を確定する必要
があるため速やかに「大学入学予定届」（大給奨学様式33）を支部に提出
します。

大学給付奨学生(予約型）Q＆A（申請者向け）
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22 結果の通知
大学入学後速やかに提出する必要のある書
類はありますか。

大学入学後速やかに（遅くとも4月20日まで・締切厳守）以下の書類を支部
長に提出します。在学証明書が期日までに提出されない場合は、奨学金
を辞退されたものとみなします。
・在学証明書
・「大学給付奨学生」誓約書（大給奨学様式23）（※　手書きで記入します）
・金融機関口座振込依頼書（大給奨学様式24）
・異動報告書（大給奨学様式25）（※　引越等で申請書の記載事項に変更
があった場合）

23 結果の通知
採用・不採用の結果についてはどのように通
知されるのですか。

結果については支部長を通じて校長に通知するとともに本人に採用決定
通知書（大給奨学様式22）をもって通知します。

24 採用後 奨学金の振込は毎月ですか。 5月、7月、10月、1月の10日に3か月分ずつ振り込まれます。

25 採用後
採用後の大学在学期間中に奨学生の義務
はありますか。

①２年目から４年目の毎年度4月20日までに進捗状況報告書（大給奨学
様式27）・在学証明書を支部長に提出します。
②４年間の給付が終了する年度末までに「成果報告書」（大給奨学様式
28）を支部長に提出します。
③奨学生又は身元保証人は、以下の場合に支部長経由で異動報告書
（大給奨学様式25）を理事長に届出をします。
　ア奨学生が休学、復学、転学、留年、留学又は退学したとき
　イ奨学生が停学、その他の処分を受けたとき
　ウ奨学生が死亡したとき
　エ奨学生が住所、電話番号、名前を変更したとき
④当会本部が実施するセミナー等に参加します（オンライン開催の場合も
あります）。

26 採用後
海外留学時には奨学金の給付はどうなりま
すか。

海外留学時も奨学金は継続されます。この場合、留学時に奨学金給付を
受けた期間を含めて4年間を上限とします。
なお、異動報告書（大給奨学様式25）により、日本国内連絡先及び海外連
絡先の届け出が必要となります。

27 採用後
奨学生として採用された外国人が、中途帰
国・連絡不能となった場合はどうなりますか。

該当月から奨学金の支給は停止となります。

28 採用後
成果報告書の支部宛の提出は郵送ですか、
それともメール提出でも良いですか。

各支部が認めている提出方法に従ってください。
なお、必ず提出期限である給付終了時までにご提出ください。

29 その他
給付された奨学金は大学卒業後に返還する
必要はありますか。 また、大学卒業後の進路
に制限はありますか。

貸与型の奨学金ではありませんので、返還は不要です。
また、大学卒業後に特定の企業や団体で働くなどの条件は一切ありませ
ん。

30 その他 奨学金の使途について制限はありますか。
給付される奨学金は、学費や学業に必要な書籍購入費、生活費（食費、
部屋代等）に充てることができますが、遊興費等に充てることはできませ
ん。

31 その他 他の奨学金との併用は可能ですか。 貸与・給付を問わず、他の奨学金との併用は可能です。
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